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｜ニュースの眼 

 

● JLL、2018年度のグローバル不動産透明度調査を発表 

7月 25日総合不動産サービス大手の JLLとラサール・インベストメントマネージメントが 2018年

度のグローバル不動産透明度調査を発表した。これは 2年に 1度公表されるもので今年で 10回目。不

動産市場の透明度を世界 100 か国、186 の評価要素を 6 つのサブインデックスに分けて、横断的に比

較できるものとして、従来から業界関係者の注目度の高い資料である。個別のデータまでは公表され

ておらず、細部には遡れないので、公表結果のみをここに示す。 

日本の透明度は前回 2016 年版で 19位（2.03）であったが、2018 年版では 14位（1.98）へと上昇

した（図表１）。 

（図表１）不動産透明度ランキング上位 20か国（2018年） 

1 英国 6 オランダ 11 フィンランド 16 ベルギー 

2 オーストリア 7 ニュージーランド 12 シンガポール 17 デンマーク 

3 米国 8 ドイツ 13 香港 18 イタリア 

4 フランス 9 アイルランド 14 日本 19 スペイン 

5 カナダ 10 スウェーデン 15 スイス 20 ポーランド 

  （注）2018年版グローバル不動産透明度インデックス」（JLLグローバルリサーチ）による。 

 

内訳の日本のサブインデックス別の順位は、「パフォーマンス測定」では 5位（1.67）、「規制と法制

度」では 18 位（1.71）、「サステナビリティ」では 3 位（1.86、英国と同ポイント）と 20 位以内にラ

ンクインしているが、「市場ファンダメンタルズ」、「上場法人のガバナンス」、「取引プロセス」では 20

位圏外の結果となっているとのことである（図表２）。 

（図表２）6つのサブインデックス 
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 （注）2018年版グローバル不動産透明度インデックス」（JLLグローバルリサーチ）による。 

 

日本の透明度が改善した要因として、「サステナビリティ（環境不動産ストックの形成）」の項目が

2018年版から加わり、日本は建築物の省エネルギー性能表示制度、不動産オーナーやテナントによる

任意のグリーンリース条項に関する具体的指針、エネルギー効率基準の導入など、環境不動産ストッ
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ク形成に対する取り組みを従来から積極的に進めていることが寄与したという。 

また、158 の都市別の透明度インデックスでは日本では東京と大阪が調査対象となっているが、東

京（1.98）が 26位、大阪（2.22）で 30位となっている。 

7月 30日の「週刊住宅」の記事によれば、本件に関する JLLリサーチ事業部ディレクター大東雄人

氏の次のようなコメントが掲載されており、今後の日本の改善すべき不動産市場整備の課題を端的に

示している。 

「従来の基準では、日本は総合ランキングを下げている。各国の透明度のスピードに追い付いておら

ず、世界のトレンドから取り残される危惧を抱いている。特に住宅は、成約物件の賃料や売買価格の

情報が最も集めにくく、統計データの蓄積が不十分、もしくはできない状態だ」、「（商業用不動産でも

共益費などのマネージメントコストが分かりずらいが）、海外では内訳が細かく示され、テナントがオ

ーナーと交渉できる場を設けている」 

 
 


